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茨城県

いばらきフードロス削減
プロジェクト
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フードロス削減に取り組む背景

• 「2030年までに小売・消費レベ

ルにおける世界全体の１人当た

りの食料の廃棄を半減」

• 「収穫後損失などの生産・サプ

ライチェーンにおける食料の損

失を減少させる」

フードロスの放置は、環境悪化や食料危機
に対する大きな脅威

【日本】
・食料を輸入に大きく依存（食糧自給率37%）
・廃棄物処理に多額のコスト

（全国の市町村におけるごみ処理経費約2.1兆円）

・食料の家計負担（消費支出の1/4）
・子どもの貧困（7人に1人）

【世界】
・世界の食料廃棄（約13億ﾄﾝ）
・人口の急増

（77億人(2019)→97億人(2050)）
・深刻な飢餓や栄養不良

（9人に1人が栄養不足）

「SDGs」における位置付け
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〇肉牛を育てる場合、牛肉１キログラムの生産に必要な資源

出典：国連食糧農業機関（FAO）

・ 飼料10㌕必要
(参考：とうもろこしの

5割は輸入）

・水22,000㍑使用
(参考：家庭用浴槽

２００㍑×１１０杯）

フードロスは食料生産に使われたすべての資源を

浪費

フードロスの廃棄処理（焼却）には温室効果ガス

が発生

⇒フードロス削減により環境負荷を軽減

フードロスは環境を悪化



収穫ロス
規格外
需給不均衡

フードロスの状況
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製造ミス
店着期限切れ
新商品入替

算定不能

事業系食品ロス 計324万トン

126万トン 116万トン

卸・小売 外 食

82万トン

発
生
元

要

因

生産農家食品製造

売れ残り
販売期限切れ
配送時棄損

調理ロス
食べ残し

事業者・生産者と連携した対策が必要



本県の特性
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・全国第３位の農業産出額の

農業県

・全国第７位の食料製造品出

荷額の工業県

農業産出額合計 4,302億円
全国第3位 (令和元年)

食料品製造品出荷額 計 14,574億円
全国第7位 (平成30年)

(出典：総務省・経済産業省「工業統計」)

本県は、食料供給県として
農・畜産物や加工食品を多く
産出し、多くの食品を扱って
いる

うち畜産産出額合計 1,243億円
全国第6位 (令和元年)

(出典：農林水産省「農林水産統計」)

本県は、フードロス対策の
対象物が多く、フードロス
削減に取組む意義が大きい

新たにフードロス削減に向けた
施策を総合展開 ※リサイクル利用含む



プロジェクト１ 食品製造・卸・小売ロス対策
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● ECサイトを活用して、フードロスとなってしまいそう
な賞味期限切迫等食品を販売

● フードバンクや福祉施設等に食品を提供（輸送・保管
冷蔵庫費用を同社が負担）

賞味期限切迫商品等を扱う民間事業者「㈱クラダシ」様と

の連携協定により本県での取組みを加速

(株)クラダシ(2014.7月設立） 従業員38人

利用者全国24万人(県内3,900人 県内利用率1.63%)

協賛企業は全国850社 累計5万商品出品

香川県外12自治体と協定（都道府県では２例目）



プロジェクト１ 食品製造・卸・小売ロス対策

7    

食品・冷蔵庫等設備寄付

茨城県

食品メーカー等 消費者

フードバンク

（福祉施設）

周知・広報周知・広報

連携協定

最大97%offで販売

低価格で提供

購入額の一部を社会貢献に充当

【連携イメージ】

ひとり親世帯・こども
食堂・学生

（構想）困窮世帯等に直送



飲食店等でフードロスになってしまいそうな食材・商品(食事)

を扱う民間事業者「㈱コークッキング」様との連携協定により

本県での取組みを加速
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・マッチングアプリを活用して、予約取消された食事、売

れ残っているパンや弁当等を消費者に提供

プロジェクト２ 外食ロス対策

(株)コークッキング(2015.12月設立）

サービス開始は2018年 従業員12人

利用者全国22万人（女性が7割 30～40歳代大半）

登録店舗は全国480店舗

福岡県ほか14自治体と協定（都道府県では２例目）
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【連携イメージ】

アプリユーザー飲食店

①食事情報掲載

③購入・電子決済④手数料差引の売上

手数料販売価格（100円～2,080円）
により80～460円/食、5種類まで出品可

周知・広報周知・広報

プロジェクト２ 外食ロス対策

茨城県

連携協定

②店舗・食事
情報提供

⑤受取

飲食店は初
期費用１万
円を負担

コークッキングのマッチングアプリ「TABETE]



10

「㈱クラダシ」様との連携

プロジェクト３ 生産農家ロス対策

県と連携した農作物ロス対策のパッケージ化は初の取組

・農家と消費者をマッチングして、ECサイトで農産物の規格外品等

を販売、さらに茨城県フェアを開催

・協力店で店頭販売

・学生や食品製造業者と連携し農産物の規格外品等による商品化を

実践 （例）野菜カット事業者から 出た野菜くずを集めて肥料化

・学生を公募して農産物の未収穫品を収穫・販売

「㈱コークッキング」様との連携
農作物の規格外品等を買い取り、
東京等で販売

㈱クラダシ様や㈱コークッキング様との連携協定により、
農作物の規格外品や未収穫品のロス対策に取組む
実施にあたっては、提携する農家や企業等を募集



＜飼料の現状＞

・飼料の80%はトウモロコシ等穀類、大豆油粕等

・このうち、リサイクル飼料の割合は僅か6%であり88%が輸入

・国は自給率向上を目標
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プロジェクト４ 食品廃棄物の飼料化

（出典：農林水産省資料）

乾草 (粗飼料) 20%
牛・羊

ﾄｳﾓﾛｺｼ等穀類・大豆油粕等 (濃厚飼料) 
牛・羊・豚・鶏

輸入23%輸入88% 国産12% 国産77%

ﾘｻｲ

ｸﾙ飼

料６％

80%

国の自給率目標 R1 → R12／濃厚：12% → 15%／粗飼料：77%→100%

＜リサイクル飼料への期待＞

食品の生産過程で生じる食品廃棄物を飼料化して有効活用
・飼料コストの削減
・飼料自給率の向上
・リサイクル飼料を与えたことによる話題性、差別化による

販売戦略の強化
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リサイクル飼料のビジネスモデル構築に向けて、研究機関や

リサイクルプラント保有大手飼料事業者、畜産農家等と連携

し、活用策を研究

（研究内容）

• 未利用食品残渣の調査

実態調査、事例調査、成分分析

安全性の調査、家畜への影響調査

• 安定した飼料生産・利用に向けた課題と

その解決

• リサイクル飼料利用に伴う給餌方法変更

への対応 等

プロジェクト４ 食品廃棄物の飼料化

このイメージは、現在表示できません。

連携する飼料事業者や畜産農家等を募集
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プロジェクトの波及効果

農業支援
製造業支援

外食産業支援

小売・卸売業支援

福祉事業者支援

生活困窮者支援

フードロスの削減は大きな波及効果が期待されます

フードロス削減

～新たな取組にチャレンジしてまいります～

環境負荷低減
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（本プロジェクトに関する問合先）
茨城県県民生活環境部環境政策課 フードロス担当
TEL 029-301-2933  FAX 029-301-2949
E-mail kansei1@pref.ibaraki.lg.jp

連携事業者の募集

フードロス削減プロジェクトに県と連携し

て取り組んでいただける参加企業や生産者を

募集します！


